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Ⅰ 令和４年第１回県議会定例会提出議案等一覧 

                                                                            

（予   算） 

 １ 令和４年度茨城県一般会計予算 

 ２ 令和４年度茨城県競輪事業特別会計予算 

 ３ 令和４年度茨城県公債管理特別会計予算 

 ４ 令和４年度茨城県市町村振興資金特別会計予算 

 ５ 令和４年度茨城県鹿島臨海工業地帯造成事業特別会計予算 

 ６ 令和４年度茨城県立医療大学付属病院特別会計予算 

 ７ 令和４年度茨城県国民健康保険特別会計予算 

 ８ 令和４年度茨城県母子・父子・寡婦福祉資金特別会計予算 

 ９ 令和４年度茨城県中小企業事業資金特別会計予算 

10 令和４年度茨城県農業改良資金特別会計予算 

11 令和４年度茨城県林業・木材産業改善資金特別会計予算 

12 令和４年度茨城県沿岸漁業改善資金特別会計予算 

13 令和４年度茨城県港湾事業特別会計予算 

14 令和４年度茨城県都市計画事業土地区画整理事業特別会計予算 

15 令和４年度茨城県病院事業会計予算 

16 令和４年度茨城県水道事業会計予算 

17 令和４年度茨城県工業用水道事業会計予算 

18 令和４年度茨城県地域振興事業会計予算 

19 令和４年度茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計予算 

20 令和４年度茨城県流域下水道事業会計予算 

 

（条例その他）                                                           

 １  茨城県行政組織条例の一部を改正する条例 

２ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

３ 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

４ 職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例 

５ 茨城県手数料徴収条例の一部を改正する条例 

６ 茨城県地方活力向上地域等における県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例 

７ 茨城県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例 

８ 茨城県国民健康保険財政安定化基金条例の一部を改正する条例 

９ 児童福祉法に基づき指定障害児通所支援の事業の設備及び運営に関する基準等を定める条例

等の一部を改正する条例及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づき指定障害福祉サービスの事業等の設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一

部を改正する条例の一部を改正する条例 

10 茨城県地域医療医師修学資金貸与条例の一部を改正する条例  

11 児童福祉法に基づき児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例 
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12 土浦・阿見都市計画事業阿見吉原土地区画整理事業施行規程を定める条例を廃止する条例 

 13  茨城県立産業技術短期大学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

14 茨城県産業技術イノベーションセンターの使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条 

   例 

15 畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律に基づき畜舎等の技術基準を定める条例 

16 茨城県都市公園条例の一部を改正する条例 

17 茨城県警察関係手数料徴収条例の一部を改正する条例 

18 包括外部監査契約の締結について 

19 霞ケ浦常南、霞ケ浦湖北、霞ケ浦水郷、那珂久慈、利根左岸さしま、鬼怒小貝及び小貝川東

部流域下水道の維持管理に要する費用に係る関係市町村の負担額について 
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「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現に向け、ウィズコロナ・ 

ポストコロナ時代を見据え、「４つのチャレンジ」を進化させながら加速。 

Ⅱ 令和４年度当初予算案の概要   
 
 
 

１ 予算編成の基本的考え方 

 

 

 

 

 

Ⅰ「新しい豊かさ」へのチャレンジ  Ⅱ「新しい安心安全」へのチャレンジ 

 

力強い産業の創出とゆとりある暮らし

を育み、新しい豊かさを目指す。 

 

  

医療、福祉、治安、防災など県民の命

を守る生活基盤を築く。 

 
   

Ⅲ「新しい人財育成」へのチャレンジ  Ⅳ「新しい夢・希望」へのチャレンジ 

茨城の未来をつくる「人財」を育て、 

日本一子どもを産み育てやすい県を 

目指す。 

 
将来にわたって夢や希望を描ける県と

するため、県内外から選ばれる、魅力

ある茨城(IBARAKI)づくりを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民幸福度 No.1 の「新しい茨城」づくりに挑戦 

〇 県民の命と健康、暮らしを守り、社会経済活動との両立に注力。 
 

〇 「いばらきの底力」を最大限引き出し、未来を見据えた施策を 

積極的に推進。 
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２ 「４つのチャレンジ」の主な施策

「新しい豊かさ」へのチャレンジ
・ カーボンニュートラル産業拠点の創出を強力に推進するため、企業連携の先導モデル構築や
金融支援等に取り組み、全国に類を見ない大規模設備投資を支援する新たな基金を創設。
・ 圏央道周辺地域の「坂東山地区」において、新たな工業団地を造成。
・ 需給調査・マッチング、リサイクル飼料研究など、フードロス削減プロジェクトを推進。
＜これまでの取組み・成果＞

▶ 全国トップレベルの本社機能等誘致補助制度を創設し、22件を補助対象に認定
▶ 民間事業者の発想やノウハウを取り入れて 「茨城県フラワーパーク」をリニューアルオープン

全国トップクラスの
企業誘致実績!!

「新しい安心安全」へのチャレンジ
・ 介護人材を確保するため、外国人留学生の受入促進や技能実習生への
日本語学習支援等の取り組みを実施。
・ ケアラー・ヤングケアラー支援に向け、現状やニーズ等の実態調査等を実施。
＜これまでの取組み・成果＞

▶ 最優先で医師確保に取り組む医療機関・診療科を選定し、第1次13.1名、第2次4.2名の医師を確保
▶ 県民の生命・財産を守る河川改修や橋梁の耐震化等の防災・減災対策を推進 地域医療を守る医師

確保が着実に前進!!

「新しい人財育成」へのチャレンジ

・ 令和5年度につくば工科高校をサイエンス専科高校に、友部高校をIT専科高校
に改編するための整備や民間委託を進めるなど、県立高等学校改革プランを推進。
・ 大学進学講演会の開催やAIドリルを活用した学力向上支援等により、
県全体の大学進学率をアップ。
＜これまでの取組み・成果＞

▶ 中高一貫教育校を新たに８校開校し、残る２校も令和４年４月に開校予定（既存校を含め計13校）
▶ 保育所等の保育の受け皿の整備と保育士の確保に努め、待機児童ゼロの水準を達成

「新しい夢・希望」へのチャレンジ
・ 県産品の輸出拡大や本県への誘客促進に向けた台湾最大級のプロモーションを展開。
・ TXの県内延伸に向けた調査・検討等を行い、延伸方面を一本化。
・ セミナーやビジネスプラン策定など、県北地域の中小企業の新事業展開を支援。
＜これまでの取組み・成果＞

▶ 海外での現地商談会等を実施し、需要開拓や販路開拓等を支援
▶ 県北地域を活性化する起業型地域おこし協力隊を大幅に増員(15人増)

農産物の輸出額が
４年間で約６倍に!!

都道府県立の中高一貫
教育校の数は全国第１位!!
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３ 令和４年度当初予算案の規模 

 

一般会計予算案の規模 １兆２,８１６億７９百万円（対前年度当初比▲1.0％） 

※ うち新型コロナウイルス感染症関連分 1,750 億 98 百万円 

※ 新型コロナウイルス感染症関連分除きの伸び率 ▲2.3％ 

 カーボンニュートラルへの取組、高校再編のための施設整備、海外への新たな販路開

拓などについて新たに予算計上する一方、人件費、公債費等の義務的経費が減少する

見込みであることから、歳出規模は４年ぶりの減少。 

 新型コロナウイルス感染症関連分除きの比較では、▲２．３％。 

 

（単位：百万円、％） 

区  分 Ｒ３ Ｒ４ 増減率 

一 般 会 計 
1,295,178  

(1,133,096))

1,281,679  

(1,106,581) 

▲1.0 

(▲2.3) 

特 別 会 計 450,382 464,082 3.0 

企 業 会 計 123,091 125,442 1.9 

計 1,868,651 1,871,203 0.1 

 （注）（ ）内は、新型コロナウイルス感染症関連分を除いた額及び伸び率  

 

【一般会計当初予算額の推移】                     （単位：億円） 

 

11,117 11,357 11,629

12,952 12,817

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４
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県税

3,981

31%

地方交付税

1,967

15%
国庫支出金

2,106

17%

県債※1

949

8%

地方消費税

清算金

1,303

10%

諸収入※2

1,418

11%

地方譲与税 532 

4%

その他 561

4%

４ 歳入の状況 

 

【主な歳入の内訳】                 （単位：億円、構成比）   

 

   

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

※1 うち臨時財政対策債 265 億円 2% 

※2 うち新型コロナウイルス感染症対策融資分 861 億円 7% 

 

① 県税  ３，９８１億円 【対前年度比：＋３７４億円、＋１０．４％】 

 県税収入総額は、企業収益の増による法人二税等の増などにより前年度比＋１０．４％、 

３７４億円の増。 

 実質的県税ベース（県税、地方消費税清算金及び特別法人事業譲与税・自動車重量譲与

税の合計額）では、前年度比＋１３．４％、５８８億円の増で、４，９８７億円。 

 法人二税は、企業収益の増による課税所得の増などにより前年度比＋３６．６％、  

２６８億円の増で、９９９億円。 

 特別法人事業譲与税は、原資である全国の法人事業税が好調であることによる増により

前年度比＋５８．３％、１８０億円の増で、４８９億円。 

 

 【主な税目の前年度比較】                                          （単位：百万円、％） 

税  目 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 増減の主な理由 

 法 人 二 税 73,158 99,908 26,750 36.6 企業収益の増 

 個人県民 税 108,323 113,814 5,491 5.1 給与所得や株式等譲渡所得の増 

 地方消費 税 78,924 82,534 3,610 4.6 輸入額の増加による増 

自 動 車 税 51,917 53,453 1,536 3.0  環境性能割の軽減措置終了による増 

 軽油引取税 32,307 32,052 ▲255 ▲0.8 貨物輸送量の低迷による減 

  県税収入計 360,678 398,113 37,435 10.4   

前年度から増加 

・県税（＋１０．４％） 

・地方交付税（＋５．３％） 

・国庫支出金（＋１９．９％） 

・地方消費税清算金（＋５．０％） 

・地方譲与税（＋５１．４％） 

 

前年度から減少 

・県債（▲４２．１％） 

・諸収入（▲１９．４％） 

 

歳入総額 
 

12,817 
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【実質的県税の前年度比較】                                 （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 備考 

 県 税 収 入     ① 360,678 398,113 37,435 10.4 － 

 地方消費税清算金(清算後)② 48,084 51,395 3,311 6.9 消費活動の回

復 小計（①＋②） 408,762 449,508 40,746 10.0 

 特別法人事業譲与税   ③ 30,866 48,861 17,995 58.3 企業収益の回

復  自動車重量譲与税    ④ 319 329 10 3.1 

実質的県税 ①＋②＋③＋④ 439,947 498,698 58,751 13.4 － 

 

 

 

【実質的県税収入 当初予算額の推移】                 （単位：億円） 
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②  地方交付税 １，９６７億円 【対前年度比：＋９９億円、＋５．３％】 

    臨時財政対策債 ２６５億円 【対前年度比：▲６３５億円、▲７０．６％】 

 普通交付税については、令和３年度の算定結果をもとに、令和４年度の地方財政計画の

内容等を踏まえ算定し、前年度比＋５．４％、９９億円増の１，９４７億円。 

 特別交付税については、前年度同額の２０億円。 

 臨時財政対策債については、前年度比▲７０．６％、６３５億円減の２６５億円。 

 この結果、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）と臨時財政対策債を合わせた実質

的地方交付税は２，２３２億円となり、前年度比▲１９．４％、５３６億円の減。 

 

【実質的地方交付税の前年度比較】                         （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 地財計画 

 地 方 交 付 税   186,830 196,732 9,902 5.3 3.4 

 

 

 

普 通 交 付 税     ① 184,800 194,700 9,900 5.4 
3.5 

特別交付税(通常分)② 2,000 2,000 - - 

震災復興特別交付税 30 32 2 6.7 ▲19.4 

 臨時財政対策債       ③ 90,000 26,500 ▲63,500 ▲70.6 ▲67.5 

実質的地方交付税①+②+③ 276,800 223,200 ▲53,600 ▲19.4 ▲13.5 

 

③  県債 ９４９億円 【対前年度比：▲６９１億円、▲４２．１％】 

 県債の発行額は、公共投資に充てる県債や特例的県債（臨時財政対策債）の減などによ

り前年度比▲４２．１％、６９１億円の減。 

 特例的県債（臨時財政対策債）の発行額は、前年度比▲７０．６％、６３５億円の減。 

 予算額に占める県債の割合を示す県債依存度は、７．４％と５．３ポイント減（前年度当

初：１２．７％）。 

 令和４年度末の通常県債（公共投資に充てる県債や退職手当債など）に係る県債残高は、

当初予算の発行額を抑制した一方で、令和３年度補正予算で、国の国土強靱化対策に対

応した公共事業等を追加したことから、令和４年度末（見込）では１兆１，４８１億円

となり、令和３年度末（見込）に比べ２５億円の増。 

 特例的県債に係る県債残高が、令和４年度末（見込）で９，６３２億円と減少すること

から、通常県債と特例的県債を合わせた県債残高は、令和４年度末（見込）で 

２兆１，１１３億円となり、令和３年度末（見込）に比べ２９４億円の減。 

 

【県債発行額の前年度比較】                                       （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 備  考 

 通 常 県 債 73,911 68,359 ▲5,552 ▲7.5 
－  公共投資に充てる県債 69,911 66,359 ▲3,552 ▲5.1 

退 職 手 当 債  4,000 2,000 ▲2,000 ▲50.0 

 特 例 的 県 債 90,000 26,500 ▲63,500 ▲70.6 臨時財政対策債 

合      計 163,911 94,859 ▲69,052 ▲42.1 － 
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【実質的な一般財源総額の前年度比較】                     （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 (参考)地財計画 

 県税(地方消費税清算後) 408,762 449,508 40,746 10.0 (県税)  10.2 

 特別法人事業譲与税 30,866 48,861 17,995 58.3 58.3 

 実質的地方交付税 276,800 223,200 ▲53,600 ▲19.4 ▲13.5 

 震災復興特別交付税 30 32 2 6.7 ▲19.4 

 その他の地方譲与税等 6,555 6,401 ▲154 ▲2.3 － 

合   計 723,013 728,002 4,989 0.7 － 

 震災復興特別交付税除き 722,983 727,970 4,987 0.7 (水準超除き)  0.0 

 ※実質的地方交付税は、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）及び臨時財政対策債の合計額 

 ※その他の地方譲与税等は、特別法人事業譲与税以外の地方譲与税及び地方特例交付金の合計額 

 

 

⑤  繰入金（一般財源）  

４６億円 【対前年度比：▲１５９億円、▲７７．５％】 

 一般財源総額は前年度と同水準を確保したものの、新型コロナ関連経費を増額して確保

したことから、一般財源基金からの繰入金４６億円を活用することで対応。 

 

【繰入金（一般財源基金）の前年度比較】                              （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 

一般財源基金繰入金 20,500 4,617 ▲15,883 ▲77.5 

一般財源基金残高（年度末） ※1 52,058 ※2 77,200 程度 - - 

※1 R3-1 月補正後の残高見込み。 

※2 R3 税収見込等を踏まえ、R3 補正予算での基金の積み立て等により R2 末残高（772 億円）を 

目標に確保。 

 

 

 

④  実質的な一般財源総額 

７，２８０億円 【対前年度比：＋５０億円、＋０．７％】 

（震災復興特別交付税含み  対前年度比：＋５０億円、＋０．７％） 

 県税（地方消費税清算後）、特別法人事業譲与税、実質的地方交付税とその他の地方譲

与税等を合わせた実質的な一般財源総額は、７，２８０億円となり、対前年度比で 

＋０．７％、５０億円の増と前年度と同水準を確保。 
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人件費

3,080 

24%

公債費

1,460 

11%

扶助費

278 

2%

一般行政費の一部

（内数 1,349 ）

一般行政費

4,946

39%

投資的経費

（公共）

991 

8%

投資的経費

（その他）

391 

3%

税交付金等

1,671 

13%

義務的経費

4,818 

37%

投資的経費

1,382 

11%

５ 歳出の状況 

 

【歳出（性質別内訳）の前年度比較】 （単位：億円、構成比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

①  義務的経費 ４，８１８億円 【対前年度比：▲１２３億円、▲２．５％】 

歳出全体に占める構成比：３７．６％（前年度 ３８．２％） 

 人件費は、給与改定に伴う所要額の減等により、▲３．６％。 

 公債費は、過去に発行した高利率の県債残高の減少に伴う利子の減により、▲０．３％。 

 扶助費は、実績をベースとした事業費の見込みにより、▲１．６％。社会保障関係費（扶

助費及び一般行政費の一部）についても、▲０．４％。 

 

 

②  投資的経費 １，３８２億円 【対前年度比：▲１３５億円、▲８．９％】 

（公共▲６．８％、その他投資▲１３．８％） 

［国補公共］ 

 国補公共事業（特別・企業会計含み）については、安心・安全や災害に強い県土づくり

などの視点から、河川整備や道路改良、橋梁補修等の進捗を図ることとし、令和３年度

実績ベースの見込みにより、前年度比▲９．６％の７８１億円。 

 なお、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」等の国の経済対策への対

応については、令和３年度１月補正予算に前倒しして２８８億円を計上。 

［県単公共］ 

 県単公共事業（特別・企業会計含み）については、通学路等の安全対策や、道路・堤防

の補修等の維持管理・長寿命化対策、防災インフラ整備等を引き続き着実に進めるとと

もに、新産業廃棄物処分場関連道路の整備にも取り組むことから、前年度比＋４．１％

の２６３億円。 

 

前年度から増加 

・一般行政費（＋２．３％） 

・税交付金等（＋０．８％） 

 

前年度から減少 

・人件費（▲３．６％） 

・公債費（▲０．３％） 

・扶助費（▲１．６％） 

[社会保障関係費（▲０．４％）] 

・投資的経費（▲８．９％） 

歳出総額 
 

12,817 

社会保障関係費 
1,627 13% 
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［公共事業全体］ 

 公共事業全体については、前年度比▲６．５％の１，０４４億円。なお、一般会計分は、

前年度比▲６．８％の９９１億円。 

 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」などの国の経済対策分（令和３

年度１月補正予算で計上）等を合算した場合は、▲５．４％の１，３３２億円。 

［その他投資（一般会計）］ 

● その他投資については、強い農業づくりに向けた農産園芸共同利用施設の整備に対する支

援の減などにより、前年度比▲１３．８％の３９１億円。 

 

 

【公共事業費（特別・企業会計含み）の前年度比較】             （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 

 国補公共事業 86,396  78,074  ▲8,322  ▲9.6  

 

 

補 助 事 業 66,303  61,458  ▲4,845  ▲7.3  

直轄事業負担金 20,093  16,616  ▲3,477  ▲17.3  

 県単公共事業 25,318  26,350  1,032  4.1  

合  計 111,714  104,424  ▲7,290  ▲6.5  

 

 

＜参考＞ 令和３年度予算に前倒しして計上した国の経済対策（「防災・減災、国土強靭化のため

の５か年加速化対策」等）への対応分を合算した場合の金額及び増減率 
 

（単位：百万円、％） 

R3 経済対策 

(R3.1 月補正) 

A 

R4 当初 

 

B 

計 

 

C=A+B 

R2 経済対策 

 

D 

R3 当初 

 

E 

計 

 

F=D+E 

増減率 

 

C/F 

28,807 104,424 133,231 29,067 111,714 140,781 ▲5.4 
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【公共事業費（特別・企業会計含み）当初予算額の推移】            （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

国補公共事業 ９４６ １，０２４ １，０２１ ８６４ ７８１ 

県単公共事業 ２３５ ２４１  ２５３  ２５３ ２６３ 

合計 １，１８１ １，２６５ １，２７４ １，１１７ １，０４４ 

 震災関連分除き ８９３ ９８１ １，０５２ １，１１７ １，０４４ 

 

 

③  一般行政費 ４，９４６億円【対前年度比：＋１１０億円、＋２．３％】 

一般行政費は、新型コロナウイルス感染症対策関連事業のほか、 

 カーボンニュートラル社会を支える産業拠点の形成やフードロス削減等を促進するサステ

ナブルな社会づくり 

 介護人材の確保や防災・防犯対策などの生活基盤づくり 

 時代の変化に対応した学校づくりや困難を抱える子どもへの支援などの「人財」育成 

 戦略的な県産品の輸出促進や魅力発信、デジタルトランスフォーメーションの推進 

などに重点的に取り組むための所要額を計上。 

 

  

県単公共事業 

国補公共事業 

公共事業計（震災関連分除き） 
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④ 新型コロナウイルス感染症対策関連事業 １，７５１億円【再掲】 

感染症対策と社会経済活動の両立を図るため、県民の命と健康を守るために必要な予算及び

影響を受ける県内産業等を支援するために必要な予算を引き続き計上。 

[主な事業]  

 感染症拡大防止策と医療提供体制の整備等については、病床確保などの医療提供体制の

充実、ワクチン接種体制の強化、行政検査の拡充等に関する事業を計上。 

 県民生活等への支援については、小学校の臨時休業に伴う放課後児童クラブの実施に対

する補助や、リモート授業や教員のテレワーク環境構築等に関する事業を計上。 

 県内産業等への支援については、一定要件のもと無利子・無担保となる新型コロナウイ

ルス感染症対策融資などに関する事業を計上。 

 

【新型コロナウイルス感染症対策関連事業の規模等】            （単位：百万円） 

区 分 
Ｒ元 
Ａ 

Ｒ２ 
Ｂ 

Ｒ３ 
Ｃ 

Ｒ４当初 
Ｄ 

合 計 
Ａ～Ｄ 

一般会計 ８２６ ２５０，４６０ ３２８，３２１ １７５，０９８ ７５４，７０５ 

特別会計 － ２ － － ２ 

企業会計 － ２４６ ５９６ － ８４２ 

合 計 ８２６ ２５０，７０８ ３２８，９１７ １７５，０９８ ７５５，５４９ 

 ※ Ｒ元、Ｒ２は最終補正予算後の額。Ｒ３は１月補正予算後の額。 
 

＜参考＞ 令和４年度当初予算分の内訳（一般会計）   （単位：百万円） 

区 分 Ｒ４当初 

１ 感染症拡大防止策と医療提供体制の整備等 ８２，９１９ 

２ 県民生活等への支援 １，４０５ 

３ 県内産業等への支援 ８９，０７４ 

４ 予備費 １，７００ 

合 計 １７５，０９８ 

 

⑤ 財政健全化に向けた取組 

将来世代の受益に繋がる事業に大胆に取り組むとともに、スクラップ・アンド・ビルドの徹底

などにより限られた財源の有効活用を図り、本県が将来にわたって発展していくための、健全な

財政構造を確立する。 

[財政健全化に向けた目標] 

 特例的県債を除く県債残高を前年度以下に縮減 

→ 県債残高については、国の政策（国土強靭化５か年計画）により増。ただし、それ除き 

では前年度以下に抑制。 

 臨時財政対策債を地方交付税として算定した場合のプライマリーバランスの黒字の維持 

→ 令和４年度当初予算案では、プライマリーバランスは黒字を維持。 
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臨時財政対策債を地方交付税として算定 プライマリーバランス

【県債残高の推移】                               （単位：億円） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

県債残高総額 
H30 R 元 R2 R3 R4 

２１，２３５ ２１，０８０ ２１，２２７ ２１，４０７ ２１，１１３ 

（注）R2 までは決算額、R3 は最終補正予算時見込額、R4 は当初予算時見込額 

「通 常 県 債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など 

「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な

県債（臨時財政対策債、減収補塡債など） 

 

 

【プライマリーバランスの推移】                       

                                   （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）R2 までは決算額、R3 は最終補正予算時見込額、R4 は当初予算時見込額 
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赤字 

14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



•
•

•

•

32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



７ 一般会計性質別内訳 

                                         （単位：百万円，％） 

区 分 R 3 当 初 

（Ａ） 

R3当初 

構 成 比 

R 4 当 初 

（Ｂ） 

R4当初 

構 成 比 

増  減 

(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

  

義

務

的

経

費 

人 件 費 319,375  24.7  307,973  24.0  ▲11,402  ▲3.6  

公 債 費 146,434  11.3  146,021  11.4  ▲413  ▲0.3  

扶 助 費 28,275  2.2  27,833  2.2  ▲442  ▲1.6  

社会保障 

関 係 費 
(163,319)  (12.6)  (162,743)  (12.7)  (▲576)  (▲0.4)  

計 494,084  38.2  481,827  37.6  ▲12,257  ▲2.5  

 
 

 
 

 

投 
 
 

資 
 

 

的 
 
 

経 
 
 

費 

公 共 事 業 106,360  8.2  99,100  7.7  ▲7,260  ▲6.8  

 うち国補 81,073  6.3  72,781  5.7  ▲8,292  ▲10.2  

うち県単 25,287  1.9  26,319  2.0  1,032  4.1  

そ の 他 45,421  3.5  39,141  3.1  ▲6,280  ▲13.8  

 うち国補 27,326  2.1  19,804  1.6  ▲7,522  ▲27.5  

うち県単 18,095  1.4  19,337  1.5  1,242  6.9  

計 151,781  11.7  138,241  10.8  ▲13,540  ▲8.9  

 うち国補 108,399  8.4  92,585  7.3  ▲15,814  ▲14.6  

うち県単 43,382  3.3  45,656  3.5  2,274  5.2  

一 般 行 政 費 483,554  37.3  494,550  38.6  10,996  2.3  

税 交 付 金 等 165,759  12.8  167,061  13.0  1,302  0.8  

 合  計   1,295,178  100.0  1,281,679  100.0  ▲13,499  ▲1.0  

（注）公共事業は区画整理事業（特別会計）及び下水道事業（企業会計）除きである。 

42



８ 一般会計款別内訳（歳入） 

                                          （単位：百万円，％） 

款 名 R 3 当 初 

（Ａ） 

R3当初 

構 成 比 

R 4 当 初 

（Ｂ） 

R4当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 

増 減 率 

県 税        360,678    27.8        398,113    31.1       37,435     10.4 

地方消費税清算金        124,169     9.6        130,320    10.2         6,151      5.0 

地 方 譲 与 税        35,121     2.7        53,162     4.1       18,041     51.4 

地方特例交付金         2,300     0.2         2,100     0.2        ▲200    ▲8.7 

地 方 交 付 税        186,830    14.4        196,732    15.3        9,902      5.3 

交通安全対策特別交付金            731     0.1            754     0.1           23     3.1 

分担金及び負担金          8,226     0.6          8,320     0.6           94      1.1 

使用料及び手数料         17,454     1.3         16,181     1.3       ▲1,273    ▲7.3 

国 庫 支 出 金        175,647    13.6        210,572    16.4        34,925     19.9 

財 産 収 入          1,733     0.1          2,338     0.2           605    34.9 

寄 附 金            109     0.0            104     0.0           ▲5    ▲4.6 

繰 入 金         37,374     2.9         21,289     1.6      ▲16,085   ▲43.0 

繰 越 金          5,000     0.4          5,000     0.4             -      0.0 

諸 収 入       175,895    13.6       141,835    11.1      ▲34,060   ▲19.4 

県 債        163,911    12.7         94,859     7.4      ▲69,052  ▲42.1 

 合  計        1,295,178   100.0      1,281,679   100.0      ▲13,499    ▲1.0 
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９ 一般会計款別内訳（歳出） 

                                         （単位：百万円，％） 

款 名 R 3 当 初 

（Ａ） 

R3当初 

構 成 比 

R 4 当 初 

（Ｂ） 

R4当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 

増 減 率 

議 会 費 1,685  0.1  1,704  0.1  19  1.1  

総 務 費 46,998  3.6  38,302  3.0  ▲8,696  ▲18.5  

企 画 開 発 費 10,918  0.8  11,059  0.9  141  1.3  

生 活 環 境 費 14,563  1.1  14,547  1.1  ▲16  ▲0.1  

保 健 福 祉 費 254,216  19.6  300,064  23.4  45,848  18.0  

労 働 費 2,676  0.2  2,646  0.2  ▲30  ▲1.1  

農林水産業費 48,377  3.7  42,041  3.3  ▲6,336  ▲13.1  

商 工 費 176,724  13.7  143,087  11.2  ▲33,637  ▲19.0  

土 木 費 103,616  8.0  95,192  7.4  ▲8,424  ▲8.1  

警 察 費 64,184  5.0 62,316  4.8  ▲1,868  ▲2.9  

教 育 費 270,967  20.9  262,450  20.5  ▲8,517  ▲3.1  

災 害 復 旧 費 988  0.1  813  0.1  ▲175  ▲17.7  

公 債 費 146,439  11.3  146,026  11.4  ▲413  ▲0.3  

諸 支 出 金 150,827  11.7  159,432  12.4  8,605  5.7  

予 備 費 2,000  0.2  2,000  0.2  -  0.0  

 合  計   1,295,178  100.0  1,281,679  100.0  ▲13,499  ▲1.0  
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義務的経費
37.6%

一般行政費
38.6%

投資的経費
10.8%

税交付金等
13.0%

県単
1.5%

国補
1.6%

県単
2.0%

国補
5.7%

人件費
24.0%

公債費
11.4%

扶助費
2.2%

投資的経費

その他

3.1%

公共事業費
7.7%

＜歳出（性質別内訳）＞

社会保障関係費

12.7%

1,627億円

3,080億円

1,460億円

278億円

4,946億円

991億円

1,671億円

391億円

一般行政費の一部

1,349億円（内数）
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県税

国庫支出金
地方交付税

諸収入

地方消費税清算金

県債

地方譲与税

繰入金

使用料及び手数料
分担金及び負担金 繰越金 その他

＜歳入＞

161億8,100万円
(1.3％)

531億6,200万円

(4.1％) 948億5,900万円
(7.4％)

1,303億2,000万円
(10.2％)

1,418億3,500万円
（11.1％）

1,967億3,200万円
(15.3％）

歳入総額

1兆2,816億7,900万円
(100.0%)

212億8,900万円
(1.6％)

50億円
(0.4％)

・地方特例交付金
・財産収入
・交通安全対策特別交付金
・寄附金

83億2,000万円
(0.6％)

3,981億1,300万円
(31.1%)

2,105億7,200万円
(16.4%)

52億9,600万円
(0.5％)

保健福祉費

教育費

諸支出金

公債費

商工費

土木費

警察費

生活環境費

総務費

農林水産業費

企画開発費 その他

＜歳出＞

420億4,100万円
(3.3%)

3,000億6,400万円
(23.4%)

2,624億5,000万円
(20.5%)

1,594億3,200万円
(12.4%)

1,460億2,600万円
(11.4%)

1,430億8,700万円
(11.2%)

951億9,200万円
(7.4%)

623億1,600万円
(4.8%)

383億200万円
(3.0%)

145億4,700万円
(1.1%)

110億5,900万円
(0.9%)

・労働費
・議会費
・災害復旧費
・予備費

歳出総額

1兆2,816億7,900万円
(100.0%)

71億6,300万円
(0.6%)
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１０ 特別会計 

 

                                  （単位：百万円，％） 

会 計 名 R3当初 
(Ａ) 

R4当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

競 輪 事 業 16,877      16,133      ▲744  ▲4.4  

公 債 管 理 146,926      174,578       27,652  18.8  

市 町 村 振 興 資 金 1,418          860         ▲558  ▲39.4  

鹿島臨海工業地帯造成事業 3,744        2,199       ▲1,545  ▲41.3  

県立医療大学付属病院 3,149        3,196         47  1.5  

国 民 健 康 保 険 241,590      236,695      ▲4,895  ▲2.0  

母子・父子・寡婦福祉資金 209         227          18  8.6  

中 小 企 業 事 業 資 金 2,483    2,298      ▲185  ▲7.5  

農 業 改 良 資 金 68           69          1  1.5  

林業・木材産業改善資金 92           91          ▲1  ▲1.1  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 72           72    -  0.0  

港 湾 事 業 10,973        8,719    ▲2,254  ▲20.5  

都市計画事業土地区画整理事業 22,781       18,945      ▲3,836  ▲16.8  

 合  計   450,382       464,082       13,700  3.0  

 
 

１１ 企業会計 

 

                                  （単位：百万円，％） 

会 計 名 R3当初 
(Ａ) 

R4当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

病 院 事 業 29,966   29,999   33  0.1  

水 道 事 業 30,463   33,264   2,801  9.2  

工 業 用 水 道 事 業 20,276   18,810   ▲1,466  ▲7.2  

地 域 振 興 事 業 13,861   14,496   635  4.6  

鹿島臨海都市計画下水道事業 4,789   5,590   801  16.7  

流 域 下 水 道 事 業 23,736   23,283   ▲453  ▲1.9  

 合  計   123,091   125,442   2,351  1.9  
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Ⅲ 債務負担行為一覧 

 

［一般会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

地 方 債 証 券 

共 同 発 行 連 帯 債 務 

他の地方公共団体と共同して証券を発行する地

方債について、当該団体と連帯して償還及び利子の

支払をなす義務を負う。 

自 令和４年度 

至 令和14年度 

元金1,170,000,000千円及び

これに対する利子相当額 

環 境 保 全 施 設 

資 金 利 子 補 給 

茨城県環境保全施設資金融資制度に基づき、金融

機関が中小企業者等に対し、令和４年度において資

金を貸し付けたときは、県は当該金融機関に対し利

子補給する。 

自 令和５年度 

至 令和11年度 

融資総額1億7,823万円の融資

残高に対し、茨城県環境保全

施設資金融資制度要項に定め

る利子補給率を乗じて得た額 

環 境 保 全 施 設 整 備 

資 金 利 子 補 給 

茨城県環境保全施設整備資金利子補給制度に基づ

き、政府系金融機関が中小企業者に対し、令和４年

度において資金を貸し付けたときは、県は当該中小

企業者に対し利子補給する。 

自 令和５年度 

至 令和19年度 

融資総額2,500万円の融資残

高に対し、茨城県環境保全施

設整備資金利子補給金交付要

項に定める利子補給率を乗じ

て得た額            

が ん 先 進 医 療 費 

利 子 補 給 

茨城県がん先進医療費利子補給制度に基づき、県

民が金融機関からがんの先進医療を受けるための治

療費を借りるときは、県は当該県民に対し利子補給

する。 

自 令和５年度 

 至 令和11年度 

融資総額1,500万円の融資残高 

に対し、茨城県がん先進医療

費利子補給金交付要綱に定め

る利子補給率を乗じて得た額 

救急医療情報システム 

構築等業務委託契約 

茨城県救急医療情報システムの構築及び運用・保

守業務に係る委託契約を締結する。 

自 令和５年度 

 至 令和10年度 
326,772千円 

地 域 医 療 医 師 修 学 

資 金 貸 与 契 約 

茨城県地域医療医師修学資金貸与条例に基づき、

修学資金貸与契約を修学生と締結する。 

自  令和５年度 

至  令和９年度 
801,000千円 

医 師 教 育 資 金 

利 子 補 給 

茨城県医師教育資金利子補給制度に基づき、県民

が金融機関から医学部進学のための教育資金を借り

るときは、県は当該県民に対し利子補給する。 

自 令和５年度 

至 令和11年度 

融資総額15億円の融資残高に

対し、茨城県医師教育資金利

子補給金交付要綱に定める利

子補給率を乗じて得た額 

医 師 海 外 派 遣 事 業 

費 用 負 担 協 定 

医師海外派遣事業に係る費用負担について、国立

大学法人筑波大学と協定を締結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
10,980千円 

創 業 支 援 融 資 

損 失 補 償 

創業支援融資制度に基づき、茨城県信用保証協会

が保証した債務によって損失が生じたときは、県が

その損失を補償する旨の契約を当該協会と締結す

る。 

自 令和４年度 

至 令和19年度 
34,000千円 

女性・若者・障害者 

創 業 支 援 融 資 

損 失 補 償 

女性・若者・障害者創業支援融資制度に基づき、

茨城県信用保証協会が保証した債務によって損失が

生じたときは、県がその損失を補償する旨の契約を

当該協会と締結する。 

自 令和４年度 

至 令和19年度 
24,000千円 

新 分 野 進 出 等 支 援 

融 資 損 失 補 償 

新分野進出等支援融資制度及び小規模企業支援融

資制度に基づき、茨城県信用保証協会が保証した債

務によって損失が生じたときは、県がその損失を補

償する旨の契約を当該協会と締結する。 

自 令和４年度 

至 令和19年度 
96,000千円 

パ ワ ー ア ッ プ 

融 資 損 失 補 償 

パワーアップ融資（旧パワーアップ融資）制度及

び小規模企業支援融資制度に基づき、茨城県信用保

証協会が保証した債務によって損失が生じたとき

は、県がその損失を補償する旨の契約を当該協会と

締結する。 

自 令和４年度 

至 令和19年度 
478,000千円 

パ ワ ー ア ッ プ 

融 資 損 失 補 償 

パワーアップ融資（旧セーフティネット融資）制

度及び小規模企業支援融資制度に基づき、茨城県信

用保証協会が保証した債務によって損失が生じたと

きは、県がその損失を補償する旨の契約を当該協会

と締結する。 

自 令和４年度 

至 令和16年度 
71,000千円 
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事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

再 生 支 援 融 資 

損 失 補 償 

 再生支援融資制度に基づき、茨城県信用保証協会

が保証した債務によって損失が生じたときは、県が

その損失を補償する旨の契約を当該協会と締結す

る。 

自 令和４年度 

至 令和19年度 
35,000千円 

災 害 対 策 融 資 

損 失 補 償 

災害対策融資制度に基づき、茨城県信用保証協会

が保証した債務によって損失が生じたときは、県が

その損失を補償する旨の契約を当該協会と締結す

る。 

自 令和４年度 

至 令和19年度 
2,100千円 

借 換 融 資 

損 失 補 償 

借換融資制度及び小規模企業支援融資制度に基

づき、茨城県信用保証協会が保証した債務によって

損失が生じたときは、県がその損失を補償する旨の

契約を当該協会と締結する。 

自 令和４年度 

至 令和19年度 
112,000千円 

新型コロナウイルス 

感染症対策利子補給 

茨城県新型コロナウイルス感染症対策利子補給

金交付要項に基づき、金融機関が中小企業者に対

し、令和４年度において資金を貸し付けたときは、

県は当該中小企業者に対し利子補給する。 

自 令和５年度 

至 令和７年度 
230,235千円 

失 業 者 等 生 活 資 金 

融 資 損 失 補 償 

失業者等生活資金融資制度に基づき、日本労働者

信用基金協会が保証した債務によって損失が生じ

たときは、県がその損失を補償する旨の契約を当該

協会と締結する。 

自  令和４年度 

至  令和10年度 
1,250千円 

離職者等再就職訓練 

業 務 委 託 契 約 

介護福祉士養成訓練業務等に係る委託契約を締

結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
13,332千円 

離職者等再就職訓練 

業 務 委 託 契 約 

調理師養成訓練業務及び農業実践訓練業務に係

る委託契約を締結する。 
令和５年度 3,410千円 

野 菜 価 格 安 定 対 策 

事 業 費 補 助 

公益社団法人茨城県農林振興公社が、農畜産業振

興機構に対して支払う指定野菜価格安定対策資金

に不足が生じた場合、県が公社に対し、令和４年度

における県の必要造成計画額と国が定める最低現

金保有額との差額を限度とし、その不足額を補助す

る。 

自 令和４年度 

至 令和５年度 
277,703千円 

農 業 近 代 化 資 金 

利 子 補 給 

農業近代化資金融通法に基づき、金融機関が農業

者等に対し、令和４年度において資金を貸し付けた

ときは、県は当該金融機関に対し利子補給する。 

自 令和５年度 

至 令和24年度 

融資総額17億円の融資残高

に対し、茨城県農業近代化資

金利子補給金交付規程第３

条に規定する率を乗じて得

た額 

農 業 経 営 負 担 軽 減 

支 援 資 金 利 子 補 給 

茨城県農業経営負担軽減支援資金利子補給金交

付要項に基づき、金融機関が農業者に対し、令和４

年度において資金を貸し付けたときは、県は当該金

融機関に対し利子補給する。 

自 令和５年度 

至 令和19年度 

融資総額２千万円の融資残

高に対し、茨城県農業経営負

担軽減支援資金利子補給金

交付要項第２条に規定する

率を乗じて得た額 

農 作 物 災 害 経 営 

資 金 等 利 子 補 給 

（ 現 年 災 分 ） 

茨城県農林漁業災害対策特別措置条例に基づき、

金融機関が被害農業者等に対し、令和４年度におい

て５億円の範囲内で経営資金等を貸し付けたとき

は、県は市町村が当該金融機関に対し利子補給した

額の一部を補助する。 

自 令和５年度 

至 令和16年度 

融資総額５億円の融資残高

に対し、茨城県農林漁業災害

対策特別措置条例施行規則

第３条に規定する率を乗じ

て得た額 

農 作 物 災 害 経 営 

資 金 等 損 失 補 償 

（ 現 年 災 分 ） 

茨城県農林漁業災害対策特別措置条例に基づき、

被害農業者等に対し、経営資金を貸し付けた金融機

関に損失が生じたときは、県は市町村が当該金融機

関に対し損失補償した額の一部を補助する。 

令和７年度以降 200,000千円 

農業ビジネス保証制度 

融 資 損 失 補 償 

農業ビジネス保証制度に基づき、茨城県信用保証

協会が保証した債務によって損失が生じたときは、

県がその損失を補償する旨の契約を当該協会と締

結する。 

自 令和４年度 

至 令和24年度 
31,250千円 
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事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

漁 業 近 代 化 資 金 等 

利 子 補 給 

漁業近代化資金融通法に基づき、金融機関が漁業

者等に対し、令和４年度において資金を貸し付けた

ときは、県は当該金融機関に対し利子補給する。 

自 令和５年度 

至 令和27年度 

融資総額17億円の融資残高

に対し、茨城県漁業近代化資

金等利子補給金交付要項第

３条に規定する率を乗じて

得た額 

水 産 加 工 経 営 改 善 

促 進 資 金 利 子 補 給 

茨城県水産加工経営改善促進資金利子補給金交

付要項に基づき、金融機関が水産加工業者に対し、

令和４年度において資金を貸し付けたときは、県は

当該金融機関に対し利子補給する。 

自 令和５年度 

至 令和７年度 

融資総額１億円の融資残高

に対し、茨城県水産加工経営

改善促進資金利子補給金交

付要項第４条に規定する率

を乗じて得た額 

県 営 か ん が い 排 水 

事 業 工 事 請 負 契 約 

金江津用排水機場地区のポンプ設備工事に係る

工事請負契約を締結する。 
令和５年度 139,000千円 

地 方 道 路 整 備 

費 用 負 担 契 約 

一般国道355号、石岡市東成井地内の東成井跨線

橋の地方道路整備に係る費用負担について、東日本

旅客鉄道株式会社水戸支社長と契約を締結する。 

自 令和５年度 

至 令和７年度 
1,100,000千円 

合併市町村幹線道路 

緊 急 整 備 支 援 事 業 

工 事 請 負 契 約 

石岡市道B3760号線、石岡市上曽地内及び桜川市

道M2753号線、桜川市真壁町山尾地内の上曽トンネ

ル（仮称）の合併市町村幹線道路緊急整備に係る工

事請負契約を締結する。 

令和５年度 1,800,000千円 

地 方 道 路 整 備 

工 事 請 負 契 約 

一般県道谷井田稲戸井停車場線、取手市市之代地

内の稲豊橋外３箇所の橋梁耐震に係る工事請負契

約を締結する。 

令和５年度 500,000千円 

地 方 道 路 整 備 

費 用 負 担 契 約 

主要地方道常陸那珂港山方線、東海村東海地内の

東海橋外２箇所の橋梁補修に係る費用負担につい

て、東日本旅客鉄道株式会社水戸支社長と契約を締

結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
290,000千円 

地 方 道 路 整 備 

費 用 負 担 契 約 

一般国道293号、常陸大宮市東野地内の東野陸橋

の橋梁補修に係る費用負担について、東日本旅客鉄

道株式会社水戸支社長と契約を締結する。 

令和５年度 70,000千円 

国 補 河 川 改 修 

工 事 請 負 契 約 

一級河川相野谷川、取手市桑原地先の国道６号橋

梁外６箇所の橋梁工事等に係る工事請負契約を締

結する。 

令和５年度 900,000千円 

県 営 住 宅 建 設 

工 事 請 負 契 約 

桜川西アパートの建設に係る工事請負契約を締

結する。 
令和５年度 385,000千円 

自 然 博 物 館 展 覧 会 

開 催 業 務 委 託 契 約 

自然博物館の展覧会開催業務に係る委託契約を

締結する。 
令和５年度 1,100千円 

近 代 美 術 館 展 覧 会 

開 催 業 務 委 託 契 約 

近代美術館の展覧会開催業務に係る委託契約を

締結する。 
令和５年度 1,650千円 

陶 芸 美 術 館 展 覧 会 

開 催 業 務 委 託 契 約 

陶芸美術館の展覧会開催業務に係る委託契約を

締結する。 
令和５年度 8,415千円 

警 察 職 員 宿 舎 整 備 

運 営 事 業 損 失 補 償 

県が選定した事業者が警察職員宿舎の入居率が

90％に満たないことによって損失が生じたときは、

県がその損失を補償する旨の協定を当該事業者と

締結する。 

自 令和６年度 

至 令和35年度 

総戸数の家賃総額に入居補

償率90％を乗じて得た額か

ら入居戸数の家賃総額を除

いた額 

放 置 車 両 確 認 等 

事 務 委 託 契 約 

放置車両の確認及び標章の取付け事務に係る委

託契約を締結する。 
令和５年度 45,680千円 

運転者管理システム 

賃 貸 借 契 約 

警察情報管理システム合理化・高度化計画に基づ

き、運転者管理システムに係る賃貸借契約を締結す

る。 

令和５年度 145,520千円 

 
［特別会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

茨城港常陸那珂港区 

機 能 施 設 整 備 

工 事 請 負 契 約 

茨城港常陸那珂港区の荷役機械整備に係る工事

請負契約を締結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
2,000,000千円 
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［企業会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

鹿島臨海都市計画下水道

工 事 請 負 契 約 

 鹿島臨海都市計画下水道事業の処理場整備に係

る工事請負契約を締結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
500,000千円 

鹿島臨海都市計画下水道

工 事 請 負 契 約 

鹿島臨海都市計画下水道事業の処理場整備に係

る工事請負契約を締結する。 
令和５年度 300,000千円 

霞ケ浦常南流域下水道 

工 事 請 負 契 約 

霞ケ浦常南流域下水道事業のポンプ場整備に係

る工事請負契約を締結する。 
令和５年度 273,350千円 

霞ケ浦湖北流域下水道 

工 事 請 負 契 約 

霞ケ浦湖北流域下水道事業の処理場整備に係る

工事請負契約を締結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
1,511,272千円 

那珂久慈流域下水道 

工 事 請 負 契 約 

那珂久慈流域下水道事業の処理場整備に係る工

事請負契約を締結する。 
令和５年度 263,790千円 

鬼怒小貝流域下水道 

工 事 請 負 契 約 

鬼怒小貝流域下水道事業の処理場整備に係る工

事請負契約を締結する。 
令和５年度 566,036千円 

那 珂 久 慈 ブ ロ ッ ク 

広 域 汚 泥 処 理 

工 事 請 負 契 約 

那珂久慈ブロック広域汚泥処理事業の処理場整

備に係る工事請負契約を締結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
1,821,556千円 

県南西広域水道建設事業

工 事 請 負 契 約 

県南西広域水道建設事業の浄水施設に係る工事

請負契約を締結する。 
令和５年度 989,296千円 

鹿行広域水道建設事業 

工 事 請 負 契 約 

鹿行広域水道建設事業の浄水施設に係る工事請

負契約を締結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
1,272,871千円 

県中央広域水道建設事業 

工 事 請 負 契 約 

県中央広域水道建設事業の浄水施設に係る工事

請負契約を締結する。 
令和５年度 361,112千円 

県南西広域水道事業 

浄 水 処 理 関 連 

業 務 委 託 契 約 

県南西広域水道事業の粒状活性炭再生業務に係

る委託契約を締結する。 
令和５年度 98,582千円 

鹿 行 広 域 水 道 事 業 

浄 水 処 理 関 連 

業 務 委 託 契 約 

鹿行広域水道事業の粒状活性炭再生業務に係る

委託契約を締結する。 
令和５年度 37,400千円 

県中央広域水道事業 

浄 水 処 理 関 連 

業 務 委 託 契 約 

県中央広域水道事業の粒状活性炭再生業務に係

る委託契約を締結する。 
令和５年度 5,845千円 

鹿島工業用水道建設 

事 業 工 事 請 負 契 約 

鹿島工業用水道建設事業の配水施設等に係る工

事請負契約を締結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
2,423,228千円 

県 南 西 広 域 工 業 用 

水 道 建 設 事 業 

工 事 請 負 契 約 

県南西広域工業用水道建設事業の浄水施設に係

る工事請負契約を締結する。 
令和５年度 473,704千円 

坂 東 山 地 区 

土 地 造 成 事 業 

造成関連業務委託契約 

坂東山地区土地造成事業の用地取得及び造成事

業に係る委託契約を締結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
12,238,800千円 
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Ⅳ 条例その他の議案の概要 

議   案 内    容 

（行政経営課） 

 茨城県行政組織条例の一部を改

正する条例 

 

 行政組織体制の見直しに伴い、

保健福祉部を再編するため、所要

の改正をしようとするものであ

る。 

              

改正の内容 

 

１ 保健福祉部を保健衛生に関する事務を担う保健医療部と社 

会福祉及び社会保障に関する事務を担う福祉部とに再編 

 

２ その他所要の改正 

 

 

（施行日 令和４年４月１日） 

（人事課） 

 職員の給与に関する条例等の一

部を改正する条例 

  

人事委員会の勧告等に伴い、職

員の期末手当の支給月数につい

て、所要の改正をしようとするも

のである。 

改正の内容 

  

期末・勤勉手当の引下げ 

  年間支給月数 4.45 月分 → 4.3 月分 （一般職） 
         3.35 月分 → 3.25 月分（特別職） 
 
  ※ 国家公務員の取扱いに準じ、令和３年 12月の期末手 
    当の引下げ分に相当する額を令和４年６月の期末手当か 
   ら減額して調整 
              
                

                （施行日 令和４年４月１日） 

（人事課） 

 職員の特殊勤務手当に関する条

例の一部を改正する条例 

 

 特殊勤務手当の見直しに伴い、

所要の改正をしようとするもので

ある。 

 

改正の内容 

 
１ 児童相談所の業務の特殊性等を踏まえ、福祉業務手当の支 

 給額を引上げ 
  日額 580 円 → 日額 1,000 円 
  
２ 警察業務手当の支給対象に、人の生命に危険を及ぼし得る 
 クロスボウを所持する被疑者の逮捕等の作業を追加 
                  
        

                （施行日 令和４年４月１日外） 

（人事課、企業局、病院局） 

 職員の育児休業等に関する条例
等の一部を改正する条例 
 
 人事院規則の一部改正にあわせ
て、所要の改正をしようとするも
のである。 

改正の内容 
 
１ 非常勤職員が育児休業等を取得することが認められる要件 

 のうち１年以上の在職期間の要件の廃止 

 

２ その他所要の改正 

 

 （参考）改正条例 

    ・企業職員の育児休業等に関する条例 

    ・病院事業職員の育児休業等に関する条例 

 

 
（施行日 令和４年４月１日） 
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議   案 内    容 

（財政課、市町村課、消防安全課、労働

政策課、畜産課、建築指導課） 

 茨城県手数料徴収条例の一部を

改正する条例 

 

 地方公共団体の手数料の標準に

関する政令の一部改正等に伴い、

所要の改正をしようとするもので

ある。 

改正の内容 

 

１ 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴

う手数料の標準額の改定に伴うもの 

（主なもの） 

 ・行政書士試験手数料 

  7,000 円 → 10,400 円 

 ・電気工事士免状書換え手数料 

  2,100 円 → 2,700 円 

 

２ 技能検定試験の２級及び３級の実技試験における受検料減 

 免措置の対象者の変更 

 

３ 畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律の制定に伴う 

手数料の新設 

 

 

(施行日 令和４年４月１日) 

（税務課） 
 茨城県地方活力向上地域等にお

ける県税の特別措置に関する条例

の一部を改正する条例 

 
 企業の本社機能の移転等の促進
を通じた就業の機会の創出及び経
済基盤の強化を引き続き図るた
め、期限の延長を行おうとするも
のである。 

 

改正の内容 

 

 事業税及び不動産取得税に係る特別措置の適用期限の延長 

  令和４年３月 31 日まで 

   → 令和６年３月 31日まで（２年間） 

 

 

 

 

 

 

（施行日 公布の日） 

（市町村課） 

 茨城県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例 

 

住民基本台帳ネットワークシス

テムの利用事務を追加するため、

所要の改正をしようとするもので

ある。 

改正の内容                                        

 
 追加する事務 
  児童福祉法第 56 条第２項に規定する費用の徴収に関する 
 事務 
 

     

    

 

         

                      （施行日 公布の日） 
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議   案 内    容 

（厚生総務課） 
 茨城県国民健康保険財政安定化
基金条例の一部を改正する条例 
 

 国民健康保険法の一部改正に伴

い、所要の改正をしようとするも

のである。 

改正の内容 
 
１ 決算剰余金を基金に積み立て、国民健康保険の安定的な財
政運営の確保のために必要な場合に取崩しを可能とする規定
の追加 

 
２ その他所要の改正 
 

 
 

（施行日 令和４年４月１日） 

（障害福祉課） 
 児童福祉法に基づき指定障害児

通所支援の事業の設備及び運営に

関する基準等を定める条例等の一

部を改正する条例及び障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づき指定障

害福祉サービスの事業等の設備及

び運営に関する基準等を定める条

例等の一部を改正する条例の一部

を改正する条例 

  

 障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に

基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関す

る基準等の一部を改正する省令及

び児童福祉法に基づく指定通所支

援の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準等の一部を改正する

省令の一部改正に伴い、所要の改

正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

 障害児入所施設における 18 歳以上の入所者が退所させられ

ることなく継続した入所を可能とするための経過措置の期間の

延長  

 令和４年３月 31日まで 

  →令和６年３月 31日まで（２年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  （施行日 令和４年４月１日） 

（医療人材課） 

 茨城県地域医療医師修学資金貸

与条例の一部を改正する条例 

 

 地域医療の充実に必要な医師の

養成及び確保を図るため、所要の

改正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

 地域枠のうち全国から募集できる大学に順天堂大学（２枠）

及び昭和大学（４枠）を追加 

 

 

 

 

 

 

 (施行日 令和４年４月１日) 
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議   案 内    容 

（青少年家庭課） 
 児童福祉法に基づき児童福祉施
設の設備及び運営に関する基準を
定める条例の一部を改正する条例 
 
 児童福祉施設の設備及び運営に 

関する基準の一部改正に伴い、所

要の改正をしようとするものであ

る。 

改正の内容 
 
 乳児院等の長の資格要件のうち、児童福祉事業又は社会福祉
事業に従事した期間（原則３年以上）を勘案するものを、相談
援助業務に従事した期間（原則３年以上）を勘案するものに改
正 
 
  
 

 
（施行日 令和４年４月１日） 

（宅地整備販売課） 
土浦・阿見都市計画事業阿見吉

原土地区画整理事業施行規程を定
める条例を廃止する条例 
 
 土浦・阿見都市計画事業阿見吉
原土地区画整理事業の終了に伴
い、本条例を廃止しようとするも
のである。 
 

廃止理由 
 
事業の終了に伴う廃止 

 
 

 

 

 

 

 

（施行日 令和４年４月１日） 

（労働政策課） 

 茨城県立産業技術短期大学校の

設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例 

 

 茨城県立産業技術短期大学校の

訓練課程の新設に伴い、所要の改

正をしようとするものである。 

改正の内容 

 

１ 訓練課程に専門短期課程を新設 

 

２ 専門短期課程の受講に係る受講料の設定 

   １科目につき 10,000 円 

 

 

 

              (施行日 令和４年４月１日) 

（技術革新課） 

 茨城県産業技術イノベーション

センターの使用料及び手数料徴収

条例の一部を改正する条例 

 

 設備の開放等に伴い、設備使用

料及び試験等手数料について、所

要の改正をしようとするものであ

る。 

改正の内容 

 

設備使用料及び試験等手数料の追加等 

(1) 新たに追加する設備・試験 23 項目 

(2) 機器の更新等に伴う項目更新 11 項目 

(3) 機器の老朽化等により削除する設備・試験 14項目 

 

 

 

 

（施行日 令和４年４月１日） 
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議   案 内    容 

（畜産課） 

 畜舎等の建築等及び利用の特例

に関する法律に基づき畜舎等の技

術基準を定める条例 

 

 畜舎等の建築等及び利用の特例

に関する法律の制定に伴い、畜舎

等の敷地、構造及び建築設備に関

する基準の一部を定めるため、本

条例を制定しようとするものであ

る。 

条例の内容 

 

 建築基準法令の適用が除外される畜舎等について、敷地、構

造及び建築設備に関する基準の一部を条例で定めることができ

ることとされたことに伴う規定の整備 

 

 

 

 

 

 

（施行日 令和４年４月１日） 

（都市整備課） 

 茨城県都市公園条例の一部を改 

正する条例 

 

 洞峰公園に公募設置管理制度を

導入することに伴い、所要の改正

をしようとするものである。 

改正の内容 

 

 野球場の敷地を公募対象公園施設等に転用するため、野球場

に係る規定を削除  

    

           

 

 

 

 

(施行日 令和４年４月１日) 

（生活安全総務課、運転免許センター） 
 茨城県警察関係手数料徴収条例
の一部を改正する条例 
 
 地方公共団体の手数料の標準に
関する政令の一部改正等に伴い、
所要の改正をしようとするもので
ある。 

 

改正の内容 
 
１ 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴
う銃砲刀剣類所持等取締法第７条第２項の規定に基づく許可
証の書換えを受けようとする者が納付する手数料の額の改正 

 
２ 道路交通法等の一部改正により、次のとおり検査又は講習
の内容の見直し等されることに伴う手数料の新設、額の改正
その他所要の改正 

 (1) 高齢運転者対策の充実等を図るため、認知機能検査、高
齢者講習等の内容の見直し及び運転技能検査の新設 

 (2) 第二種免許等の受験資格の見直しに伴う若年運転者講習
の新設 

 

 

 （施行日 令和４年５月 13日外） 
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議   案 

 

内    容 

 

（出資団体指導・行政監察室） 

 包括外部監査契約の締結につい

て 

 

  地方自治法の規定に基づき、包

括外部監査について、公認会計士

小笠原隆と契約を締結しようとす

るものである。 

 

議案の内容 

 

(1)契約の目的：包括外部監査及び当該監査の結果に関する報告 

(2)契約の始期：令和４年４月１日 

(3)契約金額：1,650 万円を上限とする金額 

(4)契約の相手方：公認会計士 小笠原 隆 

  

 

（下水道課） 

 霞ケ浦常南、霞ケ浦湖北、霞ケ

浦水郷、那珂久慈、利根左岸さし

ま、鬼怒小貝及び小貝川東部流域

下水道の維持管理に要する費用に

係る関係市町村の負担額について 

 

 下水道法の規定に基づき、霞ケ

浦常南、霞ケ浦湖北、霞ケ浦水

郷、那珂久慈、利根左岸さしま、

鬼怒小貝及び小貝川東部流域下水

道の維持管理に要する費用の市町

村負担額を定めようとするもので

ある。 

 

議案の内容 

 

 流域下水道の維持管理に要する費用負担額（令和４年度分） 

                      （単位：千円） 

流域下水道名 負担額 市 町 村 

霞ケ浦常南 2,373,857 龍ケ崎市外５市町 

霞ケ浦湖北 2,110,240 土浦市外４市町 

霞ケ浦水郷 321,035 潮来市外１市 

那珂久慈 2,231,689 水戸市外８市町村、 

ひたちなか・東海広域事

務組合 

利根左岸さしま 392,964 古河市外２市町 

鬼怒小貝 423,370 下妻市外３市町 

小貝川東部 353,094 下妻市外３市 

計 8,206,249  
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